
環境影響評価法（抜粋） 

① 配慮書手続関係 

（計画段階配慮事項についての検討） 

第３条の２ 

第一種事業を実施しようとする者（ 国が行う事業にあっては当該事業の実施を担当する行政機

関（ 地方支分部局を含む。） の長、委託に係る事業にあってはその委託をしようとする者。以下

同じ。） は、第一種事業に係る計画の立案の段階において、当該事業が実施されるべき区域その

他の第二条第二項第一号イからワまでに掲げる事業の種類ごとに主務省令で定める事項を決定す

るに当たっては、同号イからワまでに掲げる事業の種類ごとに主務省令で定めるところにより、一

又は二以上の当該事業の実施が想定される区域（ 以下「事業実施想定区域」という。） における

当該事業に係る環境の保全のために配慮すべき事項（ 以下「計画段階配慮事項」という。） につ

いての検討を行わなければならない。 

２  前項の事業が実施されるべき区域その他の事項を定める主務省令は、主務大臣（ 主務大臣が内

閣府の外局の長であるときは、内閣総理大臣） が環境大臣に協議して定めるものとする。 

３  第一項の主務省令（ 事業が実施されるべき区域その他の事項を定める主務省令を除く。） は、

計画段階配慮事項についての検討を適切に行うために必要であると認められる計画段階配慮事項

の選定並びに当該計画段階配慮事項に係る調査、予測及び評価の手法に関する指針につき主務大臣

（ 主務大臣が内閣府の外局の長であるときは、内閣総理大臣） が環境大臣に協議して定めるもの

とする。 

 

（配慮書の作成等） 

第３条の３ 

第一種事業を実施しようとする者は、計画段階配慮事項についての検討を行った結果について、

次に掲げる事項を記載した計画段階環境配慮書（ 以下「配慮書」という。） を作成しなければな

らない。 

 
（ 第二種事業に係る計画段階配慮事項についての検討） 

第３条の１０ 

第二種事業を実施しようとする者（ 国が行う事業にあっては当該事業の実施を担当する行政機

関（ 地方支分部局を含む。） の長、委託に係る事業にあってはその委託をしようとする者。以下

同じ。） は、第二種事業に係る計画の立案の段階において、第三条の二第一項の事業が実施され

るべき区域その他の主務省令で定める事項を決定するに当たっては、一又は二以上の当該事業の実

施が想定される区域における当該事業に係る環境の保全のために配慮すべき事項についての検討

その他の手続を行うことができる。この場合において、当該第二種事業を実施しようとする者は、

当該事業の実施が想定される区域における環境の保全のために配慮すべき事項についての検討そ

の他の手続を行うこととした旨を主務大臣に書面により通知するものとする。 

２  前項の規定による通知をした第二種事業を実施しようとする者については、第一種事業を実施

しようとする者とみなし、第三条の二から前条までの規定を適用する。 

参考資料 



② スクリーニング手続関係 

（第二節第二種事業に係る判定） 

第４条 

第二種事業を実施しようとする者は、第二条第二項第一号イからワまでに掲げる事業の種類ごと

に主務省令で定めるところにより、その氏名及び住所（ 法人にあってはその名称、代表者の氏名

及び主たる事務所の所在地） 並びに第二種事業の種類及び規模、第二種事業が実施されるべき区

域その他第二種事業の概要（ 以下この項において「氏名等」という。） を次の各号に掲げる第二

種事業の区分に応じ当該各号に定める者に書面により届け出なければならない。この場合において、

第四号又は第五号に掲げる第二種事業を実施しようとする者が第四号又は第五号に定める主任の

大臣であるときは、主任の大臣に届け出ることに代えて、氏名等を記載した書面を作成するものと

する。 

一～五 (略)  

２  (略) 

３  第一項各号に定める者は、前項の規定による都道府県知事の意見が述べられたときはこれを勘

案して、第二条第二項第一号イからワまでに掲げる事業の種類ごとに主務省令で定めるところによ

り、届出の日から起算して六十日以内に、届出に係る第二種事業についての判定を行い、環境影響

の程度が著しいものとなるおそれがあると認めるときは第一号の措置を、おそれがないと認めると

きは第二号の措置をとらなければならない。  

一  この法律（この条を除く。）の規定による環境影響評価その他の手続が行われる必要がある旨

及びその理由を、書面をもって、届出をした者及び前項の都道府県知事（第一項後段の場合にあっ

ては、前項の都道府県知事）に通知すること。  

二  この法律（この条を除く。）の規定による環境影響評価その他の手続が行われる必要がない旨

及びその理由を、書面をもって、届出をした者及び前項の都道府県知事（第一項後段の場合にあっ

ては、前項の都道府県知事）に通知すること。  

４～５  (略)  

６  第二種事業を実施しようとする者は、第一項の規定にかかわらず、判定を受けることなくこの

法律（この条を除く。）の規定による環境影響評価その他の手続を行うことができる。この場合に

おいて、当該第二種事業を実施しようとする者は、同項第四号又は第五号に定める主任の大臣以外

の者にあってはこの法律（この条を除く。）の規定による環境影響評価その他の手続を行うことと

した旨を同項各号に掲げる第二種事業の区分に応じ当該各号に定める者に書面により通知し、これ

らの主任の大臣にあってはその旨の書面を作成するものとする。  

７～１０  (略) 


